
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２１年６月２３日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要： 
路上駐車対策の実態調査および路上駐車の配置が旅行時間に与える影響や、路上駐車と実交

通流の関係をモデル化することで、環境負荷を含めた路上駐車の社会的費用を計測した。シミ

ュレーターを用いた社会的費用のモデル化については、理論仮説の成果に LIMEなどの手法を

組み込み、路上駐車配置が交通流に与える影響を明らかにした。また実交通流をもとにモデル

化することで、バス停付近における路上駐車が交通流および公共交通に与える社会的費用を、

浦安駅周辺を事例に推計した。さらに表明選好法の一つであるコンジョイント型のアン

ケート調査データを用いて、違法路上駐車の利用傾向を分析した。これら成果をもと

に、交通政策への適応可能性の検討に関する議論を行った。 
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１．研究開始当初の背景 
これまで駐車問題を研究した経済学での先

行事例は、いずれも路上駐車による社会的費

用を数値的に明らかにした研究ではない。駐

車政策と道路課金政策を導入する際の社会

的効率性をシミュレーションと最適化モデ

ルを利用して分析した論文として Calthrop, 
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Proost and Dender(2000)があるが、同論文

の分析はかなり単純化されている。また工学

の先行事例である廣田・片倉・大口・河合

(2001)は単一交差点上流部における路上駐車

が交通容量に与える影響を研究し、田中・新

井・川口・桑原(2004)が同じく単一交差点下

流部における路上駐車が交通容量に与える

影響を研究している。しかし本研究のように

複数の交差点間での路上駐車が交通流や環

境に与える影響に関する研究は、これまでな

されていない。路上駐車による混雑とそれに

ともなう環境負荷増大を定量的に明らかに

する研究は、過去にほとんど存在せず、本研

究において、経済学および交通工学の分野に

またがる視点から路上駐車による環境負荷

増大効果などを数量的に計測することは、今

後の路上駐車政策および環境政策へ基礎的

資料を提供する意味で大きな意義があると

考えた。 

 

 
２．研究の目的 

道路混雑を発生させる路上駐車は、当該道

路の交通容量を低下させ当該道路を走行す

る自動車の速度低下を招く。その結果、間接

的に当該道路全利用者に対して通過時間（費

用）を上昇させ、同時に環境負荷を増大させ

る。現状の路上駐車利用者は、こうした社会

的費用（外部不経済）を正確に認識しておら

ず、道路空間の配分は最適な状態になってい

ない。この問題の解決には、政策的な観点か

らは、環境費用や混雑費用を発生させている

路上駐車車両に対して、それに対応した課金

政策を施し、駐車台数を社会的に最適な量へ

減少させることが必要となる。 

本研究では、環境費用を中心とした路上駐

車の社会的費用を計測し、駐車に対する最適

課金額決定のあり方を示すとともに、交通政

策全般の中で都市部における駐車政策のあ

り方を検討することを目的としている。具体

的には、路上駐車の形態により、どの程度通

過交通への影響度に差異があるかを明らか

にすると共に、路上駐車を引き起こす原因で

ある都心部への自家用車乗り入れ削減施策

であるパーク・アンド・ライドや、公共交通

活性化を含む交通政策との関連性を検討す

る。また、高知市および千葉市の道路を例に、

交通の現状分析や、路上駐車が及ぼす旅行時

間上昇量をシミュレートし、それに伴う環境

負荷増加量や道路通過利用者の時間費用上

昇量などの形で社会的費用を計測する。そし

て、上記計測方法で推定された値から、料金

理論に基づいた路上駐車に対する課金政策

等を提案し、交通政策における駐車対策のあ

り方、位置付けを論じる。 

本研究は、都市部における交通政策と路上

駐車のあり方を検討すると共に、路上駐車に

よる環境負荷増大効果などを数量的に計測

して、今後の路上駐車政策および環境政策へ

基礎的資料を提供することを目的としてお

り、経済学および交通工学の分野にまたがっ

た極めて学際的な課題である。 

 

 
３．研究の方法 

路上駐車の形態により、どの程度通過交通

への影響度に差異があるかを明らかにする

と共に、路上駐車を引き起こす原因である都

心部への自家用車乗り入れ削減施策である

パーク・アンド・ライドや、諸外国の公共交

通活性化を含む交通政策との関連性を検討

した。また高知市、千葉市の 2 都市の 2～4

車線の道路において交通量や旅行時間、路上

駐車の台数および駐車時間などの交通状況

の実測調査を行い、この結果から実交通流に

おける路上駐車車両が旅行時間に与える影



 

 

響の一般化と、社会的費用計測モデル構築の

ため路上駐車車両と交通流の関係をモデル

化した。このシミュレーションモデルを用い

て環境負荷増加量や道路通過利用者の時間

費用上昇量などの形で社会的費用を計測し

た。さらに、上記計測方法で推定された値か

ら、交通政策における駐車対策のあり方や位

置付け、路上駐車を引き起こす原因である都

心部への自家用車乗り入れ削減施策や、公共

交通活性化を含む交通政策との関連性を検

討した。 

 

 
４．研究成果 

路上駐車対策の１つとして注目度が高い

パーク・アンド・ライドや公共交通政策につ

いて、先進事例であるフランスを中心とする

欧州の都市交通について調査を進めた。また

路上駐車対策の実態調査および路上駐車の

配置が旅行時間に与える影響や、路上駐車と

実交通流の関係をモデル化することで、環境

負荷を含めた路上駐車の社会的費用を計測

した。シミュレーターを用いた社会的費用の

モデル化については、理論仮説の成果に

LIMEなどの手法を組み込み、路上駐車配置

が交通流に与える影響を明らかにした。シミ

ュレーターから得られた知見は以下である。

①2 交差点の道路ネットワークにおけるシミ

ュレーション分析から、路上駐車配置につい

ては、上流部、中流部、下流部の順で交通流

に対する影響が大きくなることが明らかと

なった。②交差点間において、1 台目の路上

駐車車両により、交通流は大きく影響を受け、

その後の追加的な路上駐車車両の増加に対

してはあまり大きな影響をもたらさないこ

とが明らかとなった。一方、上流配置では 2

台目の路上駐車車両により比較的大きな影

響が出ることが明らかとなった。③都市内大

気汚染への路上駐車の影響として最大で 330

円程度（下流配置・交通量 3000 台/h）の被

害が発生していることが明らかとなった。④

通過交通の乗員が被る路上駐車の影響とし

ては、全体として、最大で 160000円程度（下

流配置・交通量 3000 台/h）の費用が発生し

ていることが明らかとなった。また実交通流

からの社会的費用のモデル化により、バス停

付近における路上駐車が交通流および公共

交通に与える社会的費用を、浦安駅周辺を事

例に推計した。モデル分析では、路上駐停車

による社会的費用は 17時台で約 3800円、18

時台で約 7800 円の費用が発生していた。さ

らに表明選好法の一つであるコンジョイン

ト型のアンケート調査データを用いて、違法

路上駐車の利用傾向を分析した。仮想的に

設定された路上駐車取締確率、有料駐車

場待ち時間・価格、公共交通の運賃、駅・

駐車位置から最終目的地までの距離、そ

れぞれの移動時間等を提示し、違法路上

駐車、有料路外駐車場、公共交通利用と

いう 3 つの選択肢の中から、アンケート

回答者が選好を表明するという形でデ

ータ収集を行ったが、混合ロジットモデ

ルによる推計の結果、違法路上駐車を減

少させるのは、路上駐車取締確率の上昇

と、公共交通機関による移動時間の減少

ということが明らかとなった。これら成

果をもとに、交通政策への適応可能性の検討

に関する議論を行った。 
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